（別紙）
（１面）

保育所を経営する事業に係る現況報告書（○○年４月１日現在）

	報　　　告　　　書
	主たる事務所の所在地
	
	備考

	
	ふりがな
	
	（電話）
	

	
	名称
	
	
	

	
	代表者
	氏名
	就任年月日
	年齢
	住所
	職業
	

	
	
	　　　　　
	
	
	
	
	

	設立認可年月日
	
	設立登記年月日
	
	

	事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業
	社会福祉事業
	
	種類及び名称
	所在地
	事業開始年月日
	定員
	

	
	
	第１種
	
	
	
	
	

	
	
	第２種
	
	
	
	
	

	
	
	事業の概要
	事業開始年月日
	

	
	公益事業
	
	
	

	
	収益事業
	
	
	

	
	その他
	
	
	


（１面－２）

	理　　　　事　　　　・　　　　監　　　　事
	定数
	理事
	人（　　人）
	監理
	人（　　人）
	
	備考

	
	役職
	氏名
	現就任年月日
	年齢
	職業
	親族等特別関係者の有無
	役員の資格等（該当に○）
	

	
	
	
	
	
	
	
	学識経験者
	地域福祉関係
	施設長
	その他
	理事会への出席回数
	

	
	理事長
理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

監事

監事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	評　　　　　　　　議　　　　　　　　員
	定数
	人（　　人）
	
	

	
	役職
	氏名
	現就任年月日
	年齢
	職業
	親族等特別関係者の有無
	役員の資格等（該当に○）
	

	
	
	
	
	
	
	
	学識経験者
	地域福祉関係
	地域代表
	施設長
	その他
	評議員会への出席回数
	

	
	評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員

評議員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２面）

	施設長
	施設名
	氏名
	就任年月日
	年齢
	法令等に定める

資格の有無
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	開催年月日
	出席者数
	決議事項
	

	理事会
	
	
	
	

	評議員会
	
	
	
	

	不動産の所有状況　―　○○年３月３１日現在　―
	所在地
	面積
	評価額（千円）
	担保提供状況
	

	
	
	
	
	提供年月日
	借入額
（千円）
	借入先
	償還期限
	基本財産については所轄庁の承認の有無
	

	
	土地
	基本

財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用

財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	公益事

業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	収益事

業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	建物
	基本

財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運用

財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	公益事

業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	収益事

業財産
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（３面）

○○年○○月○○日

○○年度の主な事業報告

社会福祉法人　○○○○○

	社会福祉事業


	公益事業


	収益事業


（４面）

財産目録

○○年○○月○○日現在

	資産・負債の内訳
	金額

	Ⅰ　資産の部

　　１　流動資産

　　　　　現金資産

　　　　　現金　　　　　　　　　現金手許有高

　　　　　普通預金　　　　　　　○○銀行○○支店

　　　　　未収金　　　　　　　　○月分保険料

	

	流動資産合計
	

	２　固定資産

（１）基本財産

　　　　　　　　建物　　　　　　所在○○　家屋番号○○　種類○○

　　　　　　　　土地　　　　　　所在番地○○　地目○○

　　　　　　　　定期預金　　　　○○銀行　○○支店

	

	基本財産合計
	

	（２）その他の固定資産

車両運搬具　　　車両　№＊＊＊＊＊

○○特定預金　　○○銀行　○○支店

	

	その他の固定資産合計
固定資産合計

資産合計
	

	Ⅱ　負債の部

　　１　流動負債

　　　　　短期運営資金借入金　　○○銀行　○○支店

　　　　　未払金　　　　　　　　○月分光熱水費

　　　　　預り金　　　　　　　　○月分源泉所得税

	

	流動負債合計
	

	　

２　固定負債
設備資金借入金　　　　独立行政法人福祉医療機構　○○支店

	

	固定負債合計

負債合計

	

	差　引　純　資　産
	


（５面－１）

貸借対照表（社会福祉事業）
○○年○○月○○日現在

（単位：千円）

	決　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　状　　　　　　　　　　況
	資産の部
	負債の部

	
	
	決算額
	
	決算額

	
	流動資産
	
	流動負債
	

	
	
	
	
	

	
	固定資産
	
	固定負債
	


	
	基本財産
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	その他の固定資産
	
	負債の部合計
	

	
	
	
	純資産の部

	
	
	
	基本金
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	国庫補助均等特別積立金
	

	
	
	
	その他の積立金
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	次期繰越活動収支差額
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	純資産の部合計
	

	
	資産の部合計
	
	負債及び純資産の部合計
	


（５面－２）

貸借対照表（公益事業）

○○年○○月○○日現在

（単位：千円）

	決　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　状　　　　　　　　　　況
	資産の部
	負債の部

	
	
	決算額
	
	決算額

	
	流動資産
	
	流動負債
	

	
	
	
	
	

	
	固定資産
	
	固定負債
	

	
	基本財産
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	その他の固定資産
	
	負債の部合計
	

	
	
	
	純資産の部

	
	
	
	基本金
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	国庫補助均等特別積立金
	

	
	
	
	その他の積立金
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	次期繰越活動収支差額
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	純資産の部合計
	

	
	資産の部合計
	
	負債及び純資産の部合計
	


（５面－３）
貸借対照表及び収支計算書（収益事業）

（自）○○年○○月○○日　（至）○○年○○月○○日

（単価：千円）

	決　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　状　　　　　　　　　　況
	貸借対照表
	収支計算書

	
	借　方
	貸　方
	借　方
	貸　方

	
	流動資産

固定資産

計


	
	流動負債

引当金

事業用財産

基金

繰越金

計


	
	事務費支出

事業費支出

繰入金支出

積立金繰入

当期繰越金

計


	
	事業収入

繰入金収入

雑収入

引当金戻入

積立金戻入

計


	


（６面－１）
資金収支計算書（社会福祉事業）

（自）○○年○○月○○日　（至）○○年○○月○○日

（単価：千円）

	決　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　状　　　　　　　　　　況
	資　金　収　支　計　算　書

	
	勘定科目
	決算額
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	本部
	○○施設
	○○施設
	○○施設
	○○事業
	○○事業

	
	経常活動による収支
	収入
	介護保険収入

利用料収入

措置費収入

運営費収入

私的契約利用料収入

○○事業収入

経常経費補助金収入

寄附金収入

雑収入

借入金利息補助金収入

受取利息配当金収入

会計単位間繰入金収入

経理区分間繰入金収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	経常収入計(1)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	人件費支出

事務費支出

事業費支出

借入金利息支出

経理区分間繰入金支出
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	経常支出計(2)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	経常活動資金収支差額(3)=(1)-(2）
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設整備等による収支
	収入
	施設整備等補助金収入

施設整備等寄附金収入

固定資産売却収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	施設整備等収入計(4)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	固定資産取得支出

元入金支出
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	施設整備等支出計(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	財務活動による収支
	収入
	借入金収入

投資有価証券売却収入

借入金元金償還補助金収入

積立預金取崩収入

その他の収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	財務収入計(7)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	借入金元金償還金支出

投資有価証券売却支出

積立預金積立支出

その他の支出

流動資産評価減等による資金減少額等
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	財務支出計(8)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	財務活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期資金収支差額合計(10)=(3)+(6)+(9）
	
	
	
	
	
	
	


	
	前期末支払資金残高(11)
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期末支払資金残高(10)+(11)
	
	
	
	
	
	
	


（６面－２）

事業活動収支計算書（社会福祉事業）

（自）○○年○○月○○日　（至）○○年○○月○○日

（単価：千円）

	決　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　状　　　　　　　　　　況
	資　金　収　支　計　算　書

	
	勘定科目
	決算額
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	本部
	○○施設
	○○施設
	○○施設
	○○事業
	○○事業

	
	事業活動収支の部
	収入
	介護保険収入

利用料収入

措置費収入

運営費収入

私的契約利用料収入

○○事業収入

経常経費補助金収入

寄附金収入

雑収入

借入金元金償還補助金収入

引当金戻入

国庫補助均等特別積立金取崩額
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動収入計(1)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	人件費支出

事務費支出

事業費支出

減価償却費

徴収不能額

引当金繰入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動支出計(2)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動収支差額(3)=(1)-(2)
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業活動外収支の部
	収入
	借入金利息補助金収入

受取利息配当金収入

会計単位間繰入金収入

経理区分間繰入金収入

投資有価証券売却益（売却収入）

有価証券売却益（売却収入）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動外収入計(4)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	借入金利息支出

経理区分間繰入金支出

投資有価証券売却損（売却原価）

有価証券売却損（売却原価）

資産評価損
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動外支出計(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動外支出計(6)=(4)-(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常収支差額(7)=(3)+(6)
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別収支の部
	収入
	施設整備等補助金収入

施設整備等寄附金収入

固定資産売却益（売却収入）

国庫補助金等特別積立金取崩額
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	特別収入計(8)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	基本金組入額

固定資産売却損・処分損（売却原価）

国庫補助金等特別積立金積立額
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	特別支出計(9)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	特別収支差額(10)=(8)-(9)
	
	
	
	
	
	
	

	
	繰越活動収支差額の部
	前期繰越活動収支差額(12)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	当期末繰越活動収支差額(13)=(11)+(12)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基本金取崩額(14)
基本金繰入額(15）

その他の積立金取崩額(16)
その他の積立金積立額(17)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	次期繰越活動収支差額
(18)=(13)+(14)-(15)+(16)-(17)
	
	
	
	
	
	
	


（６面－３）

資金収支計算書（公益事業）

（自）○○年○○月○○日　（至）○○年○○月○○日

（単価：千円）

	決　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　状　　　　　　　　　　況
	資　金　収　支　計　算　書

	
	勘定科目
	決算額
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	本部
	○○施設
	○○施設
	○○施設
	○○事業
	○○事業

	
	経常活動による収支
	収入
	介護保険収入

利用料収入

運営費収入

私的契約利用料収入

○○事業収入

経常経費補助金収入

寄附金収入

雑収入

借入金利息補助金収入

受取利息配当金収入

会計単位間繰入金収入

経理区分間繰入金収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	経常収入計(1)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	人件費支出

事務費支出

事業費支出

借入金利息支出

経理区分間繰入金支出
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	経常支出計(2)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	経常活動資金収支差額(3)=(1)-(2)
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設整備等による収支
	収入
	施設整備等補助金収入

施設整備等寄附金収入

固定資産売却収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	施設整備等収入計(4)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	固定資産取得支出

元入金支出
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	施設整備等支出計(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	財務活動による収支
	収入
	借入金収入

投資有価証券売却収入

借入金元金償還補助金収入

積立預金取崩収入

その他の収入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	財務収入計(7)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	借入金元金償還金支出

投資有価証券売却支出

積立預金積立支出

その他の支出

流動資産評価減等による資金減少額等
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	財務支出計(8)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	財務活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期資金収支差額合計(10)=(3)+(6)+(9)
	
	
	
	
	
	
	

	
	前期末支払資金残高(11)
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期末支払資金残高(10)+(11)
	
	
	
	
	
	
	


（６面－４）

事業活動収支計算書（公益事業）

（自）○○年○○月○○日　（至）○○年○○月○○日

（単価：千円）

	決　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　状　　　　　　　　　　況
	資　金　収　支　計　算　書

	
	勘定科目
	決算額
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	本部
	○○施設
	○○施設
	○○施設
	○○事業
	○○事業

	
	事業活動収支の部
	収入
	介護保険収入

利用料収入

措置費収入

運営費収入

私的契約利用料収入

○○事業収入

経常経費補助金収入

寄附金収入

雑収入

借入金元金償還補助金収入

引当金戻入

国庫補助均等特別積立金取崩額
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動収入計(1)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	人件費支出

事務費支出

事業費支出

減価償却費

徴収不能額

引当金繰入
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動支出計(2)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動収支差額(3)=(1)-(2)
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業活動外収支の部
	収入
	借入金利息補助金収入

受取利息配当金収入

会計単位間繰入金収入

経理区分間繰入金収入

投資有価証券売却益（売却収入）

有価証券売却益（売却収入）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動外収入計(4)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	借入金利息支出

経理区分間繰入金支出

投資有価証券売却損（売却原価）

有価証券売却損（売却原価）

資産評価損
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事業活動外支出計(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業活動外支出計(6)=(4)-(5)
	
	
	
	
	
	
	

	
	経常収支差額(7)=(3)+(6)
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別収支の部
	収入
	施設整備等補助金収入

施設整備等寄附金収入

固定資産売却益（売却収入）

国庫補助金等特別積立金取崩額
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	特別収入計(8)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支出
	基本金組入額

固定資産売却損・処分損（売却原価）

国庫補助金等特別積立金積立額
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	特別支出計(9)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	特別収支差額(10)=(8)-(9)
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期活動収支差額(11)=(7)+(10)
	
	
	
	
	
	
	

	
	繰越活動収支差額の部
	前期繰越活動収支差額(12)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	当期末繰越活動収支差額(13)=(11)+(12）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基本金取崩額(14)
基本金繰入額(15)
その他の積立金取崩額(16)
その他の積立金積立額(17)
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	次期繰越活動収支差額

(18)=(13)+(14)-(15)+(16)-(17)
	
	
	
	
	
	
	


（注意）

１　　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番（Ａ４用紙）とすること。

２　　「備考」欄は、記入しないこと。

３　　「事業」の「その他」欄は、定款未記載事項を実施している場合又は定款記載
事項を未実施の場合に、その現況と定款変更申請予定等について記入すること。

４　　役員等の定数の欄の（　）内には、現員を記入すること。
５　　「理事会等への出席回数」欄には、前年度において理事会及び評議員会に現に
出席した回数（代理、書面等による参加を除く。）を記入すること。
６　　不動産の所有状況の評価額の欄には、帳簿価格を記載すること。
ただし、担保提供している不動産については、担保提供時の評価額を記入すること。
７　　様式の勘定科目に依ることが困難な事業の場合は、現に使用している科目名に
変えて記入すること。
８　　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大き
さは、日本工業規格Ａ列４番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた報告書
を作成すること。
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